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■施策の体系  本計画の目指すべき環境像に基づいた環境づくりを実践するため、環境の保全及び創造に関する施策を次のように位置づけます。 

目指すべき 
環境像 

基 本 目 標 施 策 の 柱 推 進 す る 施 策  

自
然
の
恵
み
に
感
謝
し
、
と
も
に
歩
み
つ
づ
け
る
ま
ち 

～
み
ん
な
で
守
り
、
育
み
、
伝
え
る
米
子
の
環
境
～ 

１
．
循
環 

地球環境に配慮した 
循環型のまちづくり 
（地球環境の目標） 

(1)低炭素社会づくりの推進 

1 温室効果ガス排出量の抑制 
① 地球温暖化防止対策への意識向上 
② 省エネルギー・省資源化の推進 

2 再生可能エネルギーの導入 ① 再生可能エネルギーの導入及び導入支援 

3 省エネ型交通システムの推進 
① 自動車利用の抑制 
② 次世代自動車などの導入やエコドライブの推進 
③ 環境に配慮した物流体系づくり 

4 フロン類対策の推進 ① フロン類対策の推進 

(2)循環型社会づくりの推進  

1 ４Ｒの推進 

① ごみの発生抑制（リフューズ）の推進 
② ごみの減量（リデュース）の推進 
③ 再使用（リユース）の推進 
④ 再生利用（リサイクル）の定着 

2 廃棄物の適正処理 
① 廃棄物の適正処理 
② 不法投棄防止対策 

3 環境にやさしい商品の利用 ① 環境にやさしい商品の利用 

２
．
安
心 

健康で安心して 
暮らせるまちづくり 
（生活環境の目標） 

(1)大気・水環境の保全 

１ 大気汚染防止対策の推進 
① 暮らしに伴う大気環境負荷の低減 
② 工場、事業所などによる大気汚染の防止 

２ 生活排水の適正処理 ① 生活排水対策 

３ 事業活動における水環境の保全 ① 水環境の保全 

４ 水源の保全 ① 水源の保全 

(2)騒音･振動･悪臭･汚染物質などの対策の推進 
1 騒音・振動・悪臭の防止 

① 騒音・振動対策の推進 
② 悪臭防止対策の推進 

2 汚染物質などの適正処理 ① 有害化学物質対策の推進 

３ 新たな環境問題への対応 ① 新たな環境問題の情報収集 

(3)放射線量の監視 １ 放射線量のモニタリング、情報提供 ① 環境放射線量のモニタリング、情報提供 

３
．
共
生 

豊かな自然と調和した 
まちづくり 
（自然環境の目標） 

(1)森林･農地･湿地などの適切な利用 

1 森林の保全 ① 森林の整備・保全 

2 農地の保全と活用 
① 優良農地の保全と集積の促進 
② 環境にやさしい農業の推進 

3 環境に配慮した漁業の推進 ① 環境に配慮した漁業の推進 

4 食物の地産地消の推進 ① 食物の地産地消の推進 

5 中海の湿地環境の保全・再生と賢明な利用 ① 中海の湿地環境の保全・再生と賢明な利用 

(2)生物多様性の確保 
1 野生動植物の保護 ① 野生動植物の保護 

2 生態系を守る取り組み ① 生息空間の保全・創造 

3 特定外来生物対策 ① 特定外来生物の防除 

４
．
快
適 

環境資源を活かした 
まちづくり 
（快適環境の目標） 

(1)自然環境と調和した生活環境の創造 
1 緑あふれるまちづくり（身近な緑） 

① 緑の保全 
② 緑化の推進 

２ 適正な土地利用の推進 ① 調和のとれた土地利用の推進 

(2)地域の特性を活かした景観づくり 

1 自然・歴史的景観の保全と活用 
① 文化財の保全と活用 
② 伝統文化の継承と活用 
③ 観光資源の整備・活用 

2 まちなみ景観の保全 
① 景観の保全と形成 
② 危険家屋対策の推進 

3 環境美化の推進 ① きれいなまちづくりの推進 

５
．
協
働 

みんなが環境を考える 
まちづくり 
（環境意識の目標） 

(1)環境学習の推進 
1 あらゆる世代の環境学習の推進 

① 環境学習の推進 
② 環境学習施設の整備 
③ 人材の育成 

2 市民、事業者などへの環境意識の普及啓発 
① 環境意識の普及啓発 
② 環境情報の発信 

(2)自主的な活動の推進 
1 参加と協働のまちづくり ① 環境美化団体などの活動の促進 

２ 広域的な連携 ① 周辺自治体との連携 
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  １ 地球環境に配慮した循環型のまちづくり 

低炭素社会づくりの推進 (１)

1）現状と課題 

地球温暖化は最も深刻な地球規模の環境問題のひとつであり、本市においてもその対

策として、住宅用太陽光発電システムなどの設置に対する補助金制度、市有施設の屋根

貸しによる太陽光発電普及事業などによる再生可能エネルギーの導入支援、またクリー

ンセンターにおける廃棄物焼却時の発電などの再生可能エネルギーの導入を通じて二

酸化炭素など温室効果ガスの排出量の削減を図っています。 

しかし、地球温暖化の進行には歯止めがかかっておらず、さらなる二酸化炭素排出量

の削減が求められることや環境と共生可能な地域づくりの観点からも、引き続き、低炭

素社会への転換を推進していく必要があります。 

 

■米子市の部門別二酸化炭素（CO2）排出量の推移一覧  （単位：千トン CO2） 

部 門 
基 準 年 近 況 

平成 17 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

産業部門 

製造業 361 254 290 292 

建設業・鉱業 32 19 23 21 

農林水産業 9 15 17 14 

小 計 402 289 330 327 

家 庭 部 門 321 318 366 352 

業 務 部 門 406 434 501 520 

運輸部門 

旅客自動車 179 179 184 166 

貨物自動車 140 119 114 115 

鉄道 9 10 11 11 

船舶 0 0 0 0 

小 計 329 308 310 292 

廃 棄 物 部 門 18 18 21 19 

合 計 1,476 1,368 1,528 1,510 

※地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定支援サイトより算出 
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■資料：前出の表より作成  
 

また、米子市のような地方都市では、多くの市民にとって自動車は無くてはならない

ものになっていますが、普及しつつあるＥＶ・ＰＨＶなどのより環境への負荷が少ない

自動車を利用したり、公共交通や自転車などの交通手段を移動距離や目的に応じて選択

したりするなど、省エネ型の交通社会への移行も重要となってきています。 

さらに、有害な紫外線を吸収して地球を守っているオゾン層を破壊する特定フロンや

オゾン層を破壊しないものの、二酸化炭素の100倍から１０，０００倍以上のの温室

効果がある代替フロン等のフロン類は、平成 25年６月に改正された「フロン類の使用

の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）」等に基づき、適正な回

収・破壊等の管理がなされるよう国・県等に協力して普及啓発を図ることが必要です。 

 

2）市民意識 

■市民アンケート（一般市民） 

地球温暖化問題に

ついて 

・計画策定時からほとんど変動がなく、約半数の市民が「世界的な問題

で最優先されるべき一つ」（57.5％）で、「現在の生活を多少変えて

でも温暖化対策を行うべきである」（42.７％）と考えているが、そ

の一方で、「温暖化防止対策は必要だと思うが家計の負担増は避けて

もらいたい」（66.4％）が「家計の負担増はやむを得ない」（22.5％）

を 43.9％上回っています。 

 

■市民アンケート（事業所） 

地球温暖化防止の

ための費用負担に

ついて 

・計画策定時から大きな変化はなく、「事業所の費用負担増はこれ以上

避けてもらいたい」「費用負担はしたくない」を合わせると 50％以

上となり、一方「費用負担増はやむをえない」は30％弱にとどまっ

ています。 

1,476  
1,367  

1,528  1,510  
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3）推進する施策 

１．温室効果ガス排出量の抑制 

米
子
市 

①地球温暖化防止対策への意識向上 

○省エネ行動の促進を図るための啓発を行う。 

○地球温暖化防止月間（１２月）の周知など温暖化防止に関する啓発を行う。 

②省エネルギー・省資源化の推進 

○ＬＥＤ照明、家庭用燃料電池、高効率給湯器などの省エネルギー機器の普及を促進す

る。 

○「米子市役所地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に基づき、率先して省エネル

ギーに努める。 

○オフセット・クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）制度について国・県等から情報収集を行う。 

市

民 

①地球温暖化防止対策への意識向上 

○啓発イベントなどに参加する。 

②省エネルギー・省資源化の推進 

○電化製品などの買い替え時には、省エネルギー型商品を購入・使用する。（ＬＥＤ照

明など） 

○住宅の新築・改築時には断熱効果などを考慮した省エネルギー型の住宅にするよう努

める。 

○電気・ガス・灯油などの節約に努める。 

事

業

者 

①地球温暖化防止対策への意識向上 

○啓発イベントなどに参加する。 

②省エネルギー・省資源化の推進 

○省エネルギー型製品や技術の開発に努める。 

○環境保全担当の責任者や部署の設置など、環境に配慮した事業体制の整備に努める。 

○オフィスや製造現場への省エネルギー型機器の導入に努める。 

○電気・ガス・灯油などの節約、節水及び再生紙利用など、環境負荷の少ないオフィス

づくりを推進する。 

○環境管理システム（環境マネジメントシステム）の導入に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定項目 基準値 目標値 

市内全域から排出する二酸化

炭素（CO2）の排出量 

1,476 千トン-CO2 

(平成 17 年度) 

1,420 千トン-CO2 

(平成 32 年度) 

【説 明】 

京都議定書の第二約束期間の削減目標として、国が COP16 のカンクン合意により定めた目標

値（対平成 17年度（基準年）比 3.8％削減）に準じて目標値を設定しています。（平成 28年 3

月 15 日に示された国の地球温暖化対策計画（案）においても同じ目標値） 

数値目標設定 
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２．再生可能エネルギーの導入 

米
子
市 

①再生可能エネルギーの導入及び導入支援 

○住宅用太陽光発電システムの設置に補助金を交付し、導入支援を図る。 

○県や民間等との連携により、地域の特性を活かした再生可能エネルギーの普及促進を

図る。 

○大規模再生可能エネルギー発電設備の設置に対し、固定資産税減免による導入支援を

図る。 

○施設の設備更新時には、再生可能エネルギーの導入を推進する。 

○ごみ焼却施設における廃棄物発電の有効利用を推進する。 

市

民 

①再生可能エネルギーの導入 

○再生可能エネルギーの利用に努める。 

事

業

者 

①再生可能エネルギーの導入 

○再生可能エネルギーに関する技術開発を進める。 

○施設の設備更新時には、再生可能エネルギーの導入を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定項目 基準値 目標値 

市有施設から排出する二酸化

炭素（CO2）の排出量 

24,595t-CO2 

（平成 26年度） 

23,365t-CO2 

（平成 32年度） 

【説 明】 

計画策定時は含めていなかった水道局も含め、改正省エネ法で目標としている 

年１％（合計 5.0％）削減を目標とします。 

数値目標設定 

 

設定項目 基準値 目標値 

市内全域の太陽光発電システムの需

給最大電力ワット数 

11,469kw 

（平成 26年度） 

16,200kw 

（平成 32年度） 

【説 明】 

住宅用太陽光発電システムの導入推進を図り、平成 26 年度から約 4,700kw の増を目標

とします。（第３次米子市総合計画数値目標） 

数値目標設定 
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３．省エネ型交通システムの推進 

米
子
市 

①自動車利用の抑制 

○ノーマイカー運動などを率先して行い、自動車利用の自粛を市民・事業者へ啓発する。 

○カーシェアリングなど自動車の利用形態について検討する。 

○自転車を利用しやすい環境・システムづくりを県に協力して取り組む。 

②次世代自動車などの導入やエコドライブの推進 

○電気自動車やハイブリット車などの次世代自動車の導入や使用に努める。 

○電気自動車用急速充電器の運用及び維持管理を行い、ＥＶ・ＰＨＶ利用者の利便性の

向上を図る。 

○アイドリングストップ運動に県と連携して取り組む。 

③環境に配慮した物流体系づくり 

○物流業種の集積化を進め、物流体制の効率化を図る。 

市
民 

①自動車利用の抑制 

○公共交通機関や自転車を積極的に利用し、自動車の使用を可能な限り減らすよう努め

る。 

②次世代自動車などの導入やエコドライブの推進  

○排出ガス性能、燃費性能に優れた次世代自動車の購入や使用に努める。 

○急発進・急加速は控え、駐停車中のアイドリングストップを実施するなどエコドライ

ブを心がける。 

事
業
者 

①自動車利用の抑制 

○公共交通機関や自転車を積極的に利用し、マイカー通勤の自粛などによって、自動車

の使用を可能な限り減らすよう努める。 

②次世代自動車などの導入やエコドライブの推進  

○排出ガス性能、燃費性能に優れた次世代自動車の導入や使用に努める。 

○電気自動車用普通充電器の設置に努める。 

○急発進・急加速は控え、駐停車中のアイドリングストップを実践するなどエコドライ

ブを心がける。 

③環境に配慮した物流体系づくり 

○共同輸配送システムを導入するなど物流の合理化を図り、車両の走行量を削減する。 

○積載効率の向上を図る。 

 

 ４．フロン類対策の推進 

米
子
市 

①フロン類対策の推進 

○フロンガスなどによるオゾン層の破壊について情報を提供し、市民意識の高揚を図る。 

○関連法令などに基づき、市内で廃棄される冷蔵庫やエアコンなどの製品のフロン類に

ついて適正な回収・処理の普及啓発を推進する。 
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市
民 

①フロン類対策の推進 

○オゾン層の保護について関心を持つ。 

○フロン類使用商品を廃棄する時に、フロン類回収に協力する。 

事
業
者 

①フロン類対策の推進 

○冷凍機などフロン類を使用した機器の廃棄時に、適切なフロン類回収を行う。 
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循環型社会づくりの推進 (２)

1）現状と課題 

大量生産・大量消費型の社会活動は、私たちの生活を豊かにする一方、大量廃棄型の社

会を形成し、環境保全と健全な物質循環を阻害する要因となっています。 

このため、米子市においても、限りある資源を有効活用することにより、天然資源の消

費を抑制し、環境への負荷をできる限り低減する「循環型社会」の構築を目指し、ごみの

発生抑制や再資源化によるごみの減量に取り組んできたところです。 

従来の社会のあり方やライフスタイルを見直し、社会における物質循環を確保すること

により、循環型社会への転換を、さらに進めていく必要があります。 

また、近年は、世界的な資源制約の顕在化など、また、地球温暖化を始めとする地球環

境問題への対応も急務となっています。低炭素社会との統合の観点にも配慮して、循環型

社会への転換をさらに進めていく必要があります。 

  

■一般廃棄物処理量比較（平成２２年度～２６年度）      （単位：トン） 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 

家
庭
系 

可燃ごみ 26,909 27,135 27,292 27,094 26,838 

不燃ごみ 1,541 1,624 1,630 1,613 1,924 

不燃性粗大ごみ 466 482 450 445 432 

資
源
物 

白色発泡スチロール・トレー 59 57 54 52 49 

缶・ビン類 1,278 1,256 1,234 1,227 1,187 

ペットボトル 255 243 251 259 247 

牛乳パック 36 35 33 32 32 

再利用ビン 31 28 6 5 4 

古紙類 5,175 5,050 4,848 4,647 4,386 

小型家電 0 0 0 0 12 

有害 

ごみ 

乾電池 45 35 35 30 30 

蛍光管・水銀体温計 16 16 16 16 15 

計 35,813 35,961 35,849 35,420 35,157 

事
業
系 

可燃ごみ 18,741 19,051 18,760 18,915 18,550 

不燃ごみ 1,040 1,083 948 790 0 

不燃性粗大ごみ 33 22 10 8 0 

資
源
物 

缶・ビン類 84 64 84 122 114 

ペットボトル 5 4 4 5 6 

計 19,903 20,223 19,806 19,841 18,670 

集団回収 719 732 697 647 657 

合計 56,435 56,916 56,352 55,907 54,484 

（注） 各項目の数値は、四捨五入しているため合計値が一致しない場合がある。 
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■一般廃棄物処理量の比較（平成２２年度～２６年度） 

 

 

 

2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

環境にやさしい行

動について 

・「ごみをいつも分別して出している」が 92.9％（計画策定時 93.3％）

で、ほぼ全ての市民にごみ分別が定着している様子が伺えます。 

事業者に期待する

ことについて 

・上位３項目は、計画策定時から変わらず①廃棄物の適正な処理、②大

気汚染や水質汚濁、騒音などの公害対策の強化、③ダイオキシンや環

境ホルモンなどの有害物質の発生抑制であり、引き続き環境に悪影響

を及ぼす可能性のある企業活動に対しての警戒感があると思われま

す。 

行政に期待するこ

とについて 

・上位３項目のうち、１番目が「公害対策に関する取組」、３番目が「不

法投棄対策の推進」であり、事業者の法令順守に対する監視を期待す

る声が多いという結果になりました。 
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 
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家庭系 資源物 家庭系 有害ごみ 

事業系 可燃ごみ 事業系 不燃ごみ、不燃性粗大ごみ 

事業系 資源物 集団回収 

56,435 56,916 56,352 55,907 
54,484 
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3）推進する施策 

１．４Ｒの推進 

米
子
市 

①ごみの発生抑制（リフューズ）の推進 

○レジ袋削減のため、マイバック持参運動を推進する。 

○包装の適正化を図るため、関係団体に要請する。 

②ごみの減量（リデュース）の推進 

○ごみの減量化について、自治会・公民館などで説明会を実施する。 

○家庭ごみの排出抑制を啓発する。 

○事業系ごみの削減を推進する。 

○生ごみ減量化のため、生ごみ処理機などの普及促進を図る。 

③再使用（リユース）の推進 

○適正なリユースショップ活用の推進 

④再生利用（リサイクル）の定着 

○紙のリサイクルの推進 

○廃プラスティックの活用の推進 

○ごみの減量化、リサイクルに関する啓発及び各種情報の提供を行う。 

○環境フェアなどの各種イベントでの啓発を図る。 

○クリーンセンター、リサイクルプラザの見学会を行う。 

○リサイクル推進員及び自治会などとの連携を強化するとともに、住民説明会を通じ

て指導・啓発を行う。 

○地域の資源ごみ回収団体の育成を図る。 

○販売業者に自主的な店頭・拠点回収を要請する。 

市
民 

①ごみの発生抑制（リフューズ）の推進 

○買い物の時はマイバッグを持参し、レジ袋を断るよう努める。 

○過剰包装を断り、簡易包装の普及に協力する。 

②ごみの減量（リデュース）の推進 

○使い捨て型のライフスタイルを見直し、物の大切さを再確認する。 

○長期間使用できる商品及び修理体制の充実した商品の購入に努める。 

○生ごみは生ごみ処理機・コンポスト容器（生ごみ処理容器）などを利用して、たい

肥化するように努める。 

③再使用（リユース）の推進 

○繰り返し使用できる商品の購入・使用に努める。 

○修理可能なものは、できるだけ修理して使用するように努める。 

④再生利用（リサイクル）の定着 

○ごみの分別を徹底し、リサイクルとごみの減量化に努める。 

○リサイクルしやすい商品の購入に努める。 

○地域の資源ごみ回収団体が実施する資源ごみ回収に積極的に協力する。 

○スーパーなどで行われる店頭拠点回収を積極的に利用する。 
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○エコショップ（ごみ減量化・リサイクル推進協力店：鳥取県認定）に対する理解を

深め、協力する。 

○再生品の購入に努める。 

事
業
者 

①ごみの発生抑制（リフューズ）の推進 

○レジ袋削減のため、マイバック持参運動を推進する。 

○消費者、梱包メーカー、商品メーカーなどと協力し、簡易包装を推進する。 

②ごみの減量（リデュース）の推進 

○ごみになりにくい商品の提供に努める。 

○雇用者に対して研修などを行い、ごみの減量化に努める。 

③再使用（リユース）の推進 

○修理サービスの充実を図る。 

○生産・建設過程で発生する副産物・廃棄物の再利用を図る。 

④再生利用（リサイクル）の定着 

○ごみの分別を徹底し、リサイクルとごみの減量化に努める。 

○リサイクルしやすい商品の購入に努める。 

○わかりやすい材質表示を行うとともに、リサイクルを促すような表示を行うよう努

める。 

○スーパーなどで行われる店頭拠点回収を積極的に利用する。 

○エコショップ（ごみ減量化・リサイクル推進協力店：鳥取県認定）に対する理解を

深め、協力する。 

○再生品の購入に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

 

設 定 項 目 基 準 値 目 標 値 

１人１日あたりのごみ排出量 
996ｇ 

（平成 26年度） 

980ｇ 

（平成 32年度） 

（注）事業系食品リサイクル排出量は含んでいません。 

【説 明】 

類似団体等と比較して、依然としてごみの排出量が多い状況であることから、平成 26

年度からさらに 16g 削減することを目標とします。（米子市一般廃棄物処理基本計画及び

第３次米子市総合計画目標値） 

数値目標設定 
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２．廃棄物の適正処理 

米
子
市 

①廃棄物の適正処理 

○分別収集によって資源化を図り、焼却量を削減し、環境への負荷軽減に努める。 

○焼却施設からの排出ガス濃度を継続的に監視するとともに、法令及び自主規制値を厳

守し、排出状況の測定結果を公表する。 

○一般廃棄物処理施設の効率的な運用を図る。 

○一般廃棄物処理施設の基幹的整備を実施する。 

○鳥取県西部広域行政管理組合と連携して新たな最終処分場の確保を図る。 

○広域可燃ごみ処理施設の設置を検討する。 

②不法投棄防止対策 

○関係機関や地域住民と連携し、監視体制の強化を図る。 

○不法投棄多発地域をパトロールし、不法投棄物の早期発見・撤去に努める。 

市
民 

①廃棄物の適正処理 

○分別の徹底などごみの排出マナーを守り、分別収集に協力する。 

②不法投棄防止対策 

○不法投棄をしない、また不法投棄を発見したら市・警察へ連絡する。 

○土地所有者は、不法投棄されないよう防止に努める。 

 

設 定 項 目 基 準 値 目 標 値 

ごみのリサイクル率 
17.7% 

（平成 26年度） 

17.7% 

（平成 32年度） 

（注）事業系食品リサイクル排出量は含んでいません。 

【説 明】 

リサイクル率の向上は難しい状況ですが、引き続きごみの分別の徹底を図るとともに有

用資源の再生利用を推進することで平成 26 年度の基準値を維持することを目標としま

す。（米子市一般廃棄物処理基本計画及び第３次米子市総合計画目標値） 

数値目標設定 

 

設 定 項 目 基 準 値 目 標 値 

ごみの最終処分率 
6.4% 

（平成 26年度） 

5.7% 

（平成 32年度） 

（注）事業系食品リサイクル排出量は含んでいません。 

【説 明】 

ごみの最終処分量は溶融スラグの利用量により増減がありますが、ごみの減量化および

再生利用を推進することにより、現状から 0.7 ポイント削減し、5.7％にすることを目標

とします。（米子市一般廃棄物処理基本計画及び第３次米子市総合計画目標値） 

数値目標設定 
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事
業
者 

①廃棄物の適正処理 

○一般廃棄物・産業廃棄物の区分に基づいて、適正に処理を行う。 

○マニフェストにより、産業廃棄物の適正な処理・処分を行う。 

②不法投棄防止対策 

○業者選定を含めて、最終処分まで責任を持つ。 

○土地所有者は、不法投棄されないよう防止に努める。 

 

３．環境にやさしい商品の利用 

米
子
市 

①環境にやさしい商品の利用 

○エコマーク商品、グリーンマーク商品などに関する情報を提供する。 

○事務用品などを購入する際は、「米子市グリーン購入調達方針」に基づき、率先して

再利用・省資源商品の購入に取り組む。 

市
民 

①環境にやさしい商品の利用 

○エコマーク商品、グリーンマーク商品などに認定されたものを購入するように努める。 

事
業
者 

①環境にやさしい商品の利用 

○エコマーク商品、グリーンマーク商品などに認定されたものを購入するように努める。 

○エコマーク商品、グリーンマーク商品などに認定される商品の開発に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定項目 基 準 値 目 標 値 

市役所におけるグリーン購入実績 
97.5% 

（平成 26年度） 

100% 

（平成 32年度） 

【説 明】 

「米子市グリーン購入調達方針」に基づき、指針で定められた商品は全てエコマーク商品、

グリーンマーク商品などに認定されたものを購入することを目標とします。 

数値目標設定 
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  ２ 健康で安心して暮らせるまちづくり 

大気・水環境の保全 (１)

1）現状と課題 

大気汚染の主な原因物質は、工場・事業場などから排出される硫黄酸化物・ばいじん・

粉じん、自動車などから排出される窒素酸化物・一酸化炭素・炭化水素などがあります。

この他に、窒素酸化物・炭化水素などが太陽光線（紫外線）を受けて光化学反応を起こす

ことにより生成される光化学オキシダントがあります。 

本市の大気環境についてみてみると、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）１、二酸

化窒素及び一酸化炭素は環境基準をそれぞれ達成しており、おおむね良好な大気環境とい

えますが、光化学オキシダント及び微小粒子状物質（PM2.5）２は環境基準を達成してい

ません。光化学オキシダントの原因物質や微小粒子状物質（PM2.5）については、中国

大陸由来のものもあるので、対策は容易ではありません。 

また、屋外焼却による苦情が増加傾向にあります。このため、発生源における対策を充

実し、環境基準を達成するよう努めていく必要があります。 
  

本市の類型指定３されている海域・河川における

水質は、ほぼ環境基準を満たしていますが、類型指

定されていない河川のなかで、生活排水の流入が多

い大沢川では、汚濁状況を表すＢＯＤ４が高く推移

してきました。近年は上流域から下水道整備が進ん

できており、汚濁状況は改善傾向にあります。引き

続き生活排水対策の啓発を推進し、一層の水質改善

を図ります。 

一方、中心市街地を流れる旧加茂川は、他の河川

からの浄化用水の導入及び下水道整備などにより良好な水質を維持しています。加茂川に

ついても農業集落排水事業や下水道整備などにより旧加茂川同様良好な水質を維持して

います。 

 

                                                   
１
  浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）･･･大気汚染物質のひとつ。大気中に存在する粒子状物質のうち、粒子の直

径が 10μm(0.01mm)以下の粒子。大気中の濃度については、環境基本法に基づく環境基準が定められ

ている。 
２
  微小粒子状物質（ＰＭ２．５）･･･大気中に存在する粒子状物質のうち、粒子の直径が 2.5μm(0.0025mm)

以下の粒子。大気中の濃度については、環境基本法に基づく環境基準が定められている。非常に粒

子が微細なため、呼吸器系など健康への影響が大きいと考えられている。 
３
 類型指定･･･環境大臣または都道府県知事が、水域の利用目的を考慮し指定する。 

４
 ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）･･･河川の代表的な汚れの指標で、値が大きいほど汚濁していると 

いえる。 
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湖沼である中海は、ＣＯＤ１、全窒素及び全りんについて環境基準が定められています。

しかし、それら全ての項目が環境基準に適合していません。長期的には、改善傾向にあり

ますが、短期的には、ほぼ横ばいで推移していることから、引き続き、公共下水道をはじ

めとする汚水処理施設の整備、河川等の除草・清掃、家畜排せつ物の適正管理、環境保全

型農業の推進及び水質浄化啓発事業など、各種水質浄化策を推進していく必要があります。 

特に、公共下水道は、浸水の防止や衛生環境を整備するために不可欠な施設であると同

時に、中海などの公共用水域の水質を保全するために必要な施設で、現在のところ、生活

雑排水対策に最も有効な手段となっています。また、高度処理２施設を平成 14 年度から

稼働させ、窒素及びリンを除去しています。今後も公共下水道の整備を計画的に推進して

いく必要があります。 
  

また本市には、環境省指定名水百選「天の真名井」、鳥取県の因伯の名水「本宮の泉」

を代表とする伏流水湧水群があり、水質の監視を行っています。国及び鳥取県においても

水質汚濁防止法第１６条の規定により、市内地下水の水質を調査しており、測定項目につ

いては環境基準を満たしています。これからも市内のきれいで豊富な地下水を守っていく

必要があります。 

 

2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

将来の世代に残し

たい環境について 

・上位３項目は、「空気のきれいさ」「水（川や海を含む）のきれいさ」

「自然景観の美しさ」の順で、「空気のきれいさ」が計画策定時の２

番目から１番目となっています。 

事業者に期待する

ことについて 

・上位３項目は、計画策定時と変わらず、①廃棄物の適正な処理、②大

気汚染や水質汚濁、騒音などの公害対策の強化、③ダイオキシンや環

境ホルモンなどの有害物質の発生抑制であり、引き続き企業活動によ

る環境への悪影響に警戒感が見受けられます。 

行政に期待するこ

とについて 

・上位３項目の内、①公害対策に関する取組み、③不法投棄対策の推進

は計画策定時にも上位３項目に入っており、環境悪化につながる行為

の未然防止や対策を期待する声が引き続き多いという結果となって

います。 

解決（改善）してお

きたい環境につい

て 

・計画策定時より数値は下がりましたが、「ごみ出し・ポイ捨てなどの

マナー」が５６．４％（計画策定時 64.0％）と、他の項目を大きく

上回っています。 

 

 

                                                   
１
 ＣＯＤ（化学的酸素要求量）･･･湖沼・海域の代表的な汚れの指標で、値が大きいほど汚濁していると 

いえる。 
２
 高度処理･･･標準的な下水処理で得られる処理水の水質をさらに向上させることを目的として行われる 

処理方法。 
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■市民アンケート（事業所） 

将来の世代に残し

たい環境について 

・上位の回答は、①「水（川や海を含む）のきれいさ」、②「空気のき

れいさ」となっています。 

環境改善のための

重点施策について 

・上位３項目は、「河川の再生・水質の改善」で、次いで「不法投棄対

策の推進」、「ごみの減量・リサイクルの推進を含めた廃棄物の適正な

処理に関する取り組み」の順となっています。 

 

3）推進する施策 

１．大気汚染防止対策の推進 

米
子
市 

①暮らしに伴う大気環境負荷の低減 

○家庭ごみの野焼き行為の防止について啓発を行う。 

②工場、事業所などによる大気汚染の防止 

○環境基準設定項目を中心に常時監視を継続し、大気汚染にかかる環境基準の達成・

維持に県と連携して努める。 

○光化学オキシダント緊急時における市民への周知対策を推進する。 

○大気中の微小粒子状物質（ＰＭ2.5）が高濃度になることが予想される場合等は、

県と連携して市民への注意喚起を行う。 

市
民 

①暮らしに伴う大気環境負荷の低減 

○異臭などの異常を感じたら、市へ連絡する。 

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、家庭ごみの野焼きを止め、悪臭など

を発生させない。 

②工場、事業所などによる大気汚染の防止 

○黒煙・異臭・粉塵などの異常を感じたら、市へ連絡する。 

事
業
者 

①暮らしに伴う大気環境負荷の低減 

○異臭などの異常を感じたら、市へ連絡する。 

②工場、事業所などによる大気汚染の防止 

○大気汚染物質の排出抑制に配慮した施設や設備の導入に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定項目 基準値 目標値 

空気のきれいさに対する満

足度 

80.4％ 

（平成 27年度） 

90％以上 

（平成 32年度） 

【説 明】 

中間見直しに係るアンケートでも高い数値となった満足度について、その状態を維持し

つつ、それ以上の満足度を目標とします。 

数値目標設定 
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設定項目 現  状（平成 25年度） 目  標 

大気の汚染に係る環境

基準の達成状況 

【基準達成】 

二酸化イオウ、二酸化窒素、 

一酸化炭素 

現状維持し、さらに

良好な環境 

【基準未達成】 

光化学オキシダント、浮遊粒子状物質 
環境基準の達成 

 

◇大気汚染に係る環境基準 

物  質 環境上の条件 

二酸化イオウ 
１時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、１時間

値が 0.1ppm 以下であること 

浮遊粒子状物質 
１時間値の１日平均値が 0.10mg/㎥以下であり、かつ、１時

間値が 0.20 mg/㎥以下であること 

二酸化窒素 
１時間値の１日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン

内又はそれ以下であること 

一酸化炭素 
１時間値の１日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、１時間値

の 8時間平均値が 20ppm 以下であること 

光化学オキシダント １時間値が 0.06ppm 以下であること 

 

数値目標設定 
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２．生活排水の適正処理 

米
子
市 

①生活排水対策 

○水質汚濁にかかる環境基準の達成・維持に向け、常時監視を県と連携して実施する。 

○「中海に係る湖沼水質保全計画」、「米子市生活排水対策推進計画」に基づいた水質

浄化対策を推進する。 

○住民で組織する水環境保全団体の活動支援を行う。 

○除草や浚渫、側溝、道路清掃を推進するなど流出水対策を講じる。 

○下水道整備完了地域においては、下水道接続するよう継続した取り組みを推進する。 

○当分の間下水道整備が見込めない地区においては、合併処理浄化槽の普及促進を図る。 

○浄化槽の適正管理を推進する。 

○計画的な公共下水道整備を推進する。 

○下水道施設の適切な維持管理を図るとともに、長寿命化支援制度を活用して効率的な

改築・更新を行う。 

○下水道汚泥を資源化により有効利用する。 

市
民 

①生活排水対策 

○環境に配慮した洗剤の使用や、食器の付着汚れは紙などで拭き取るなど、適正な排水

に努める。 

○市内の河川などの清掃活動に協力・参加する。 

○公共下水道の整備済み地域においては、速やかに下水道施設への接続を行う。 

○当分の間下水道整備が見込めない地区においては、合併処理浄化槽の設置に努める。 

○浄化槽管理者は、浄化槽の適正な維持管理及び法定検査を行う。 

事
業
者 

①生活排水対策 

○事業所排水を適正に管理する。 

○市内の河川などの清掃活動に協力・参加する。 

○公共下水道の整備済み地域においては、速やかに下水道施設への接続を行う。 

○当分の間下水道整備が見込めない地区においては、合併処理浄化槽の設置に努める。 

○浄化槽管理者は、浄化槽の適正な維持管理及び法定検査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定項目 基準値 目標値 

水のきれいさに対する満足度 

（類型指定されていない河川） 

69.1％ 

（平成 26年度） 

80％以上 

（平成 32年度） 

【説 明】 

中間見直しに係るアンケートでは、計画策定時より満足度がかなり上昇（１４.３％増）

しましたが、さらに多くの人が水のきれいさに満足を感じる状態を目標とします。 

数値目標設定 
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設定項目 基準値 目標値 

汚水処理人口普及率 
87.6％ 

（平成 27年度） 

90.1％ 

（平成 32年度） 

【説 明】 

本市の人口のうち、汚水処理施設（公共下水道、農業集落排水、合併処理浄

化槽等）を使えるようになった市民の割合を表します。汚水処理施設の計画的

な整備を進めることにより、2.5％増やすことを目標とします。  

数値目標設定 

 

設定項目 基準値 目標値 

水洗化戸数率（公共下水道事業） 
87.7％ 

（平成 27年度） 

88.8％ 

（平成 32年度） 

【説 明】 

公共下水道が使えるようになった市民のうち、水洗便所に改造し、公共下水道

に接続した割合を表します。 

市民への普及活動を推進し、毎年0.3％増やすことを目標とします。 

数値目標設定 

 

設定項目 基準値 目標値 

浄化槽の法定検査受検率 
47.64％ 

（平成 26年度） 

55％ 

（平成 32年度） 

【説 明】 

浄化槽法第11条により年１回の実施が義務付けられている県の指定検査機関

による浄化槽の定期検査の受検率を、毎年1.5ポイント引き上げ、55％にするこ

とを目標とします。（第３次米子市総合計画目標値） 

 

数値目標設定 
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設定項目 現  状（（平成 25年度） 目  標 

美保湾水質 

（A類型海域） 

【基準達成】 

pH、COD、DO、大腸菌群数、油分 

現状維持し、さらに良

好な環境 

日野川水質 

（AA,A 類型河川） 

【基準達成】 

pH、BOD、SS、DO 

現状維持し、さらに良

好な環境 

【基準未達成】 

大腸菌群数 
環境基準の達成 

中海水質 

（A類型湖沼） 

【基準達成】 

SS 

現状維持し、さらに良

好な環境 

【基準未達成】 

pH、COD、DO、大腸菌群数、全窒素、 

全リン 

環境基準の達成 

 

■水質汚濁に係る環境基準（生活環境項目）  

 

水域名 類型 pH 
BOD 

㎎/ℓ 

COD 

㎎/ℓ 

SS 

㎎/ℓ 

DO 

㎎/ℓ 

 
群数 

㎖

油分 
全窒素 
㎎/ℓ 

全りん 
㎎/ℓ 

 

日野川 

(旧日野橋

から上流) 

河川 

AA 

6.5 

～ 

8.5 

1 
以下 － 

25 
以下 

7.5 
以上 

50 
以下 － － － 

日野川 

(旧日野橋

から下流) 

河川 

Ａ 

6.5 

～ 

8.5 

2 

以下 
－ 25 

以下 

7.5 

以上 

1,000

以下 
－ － － 

中 海 

湖沼 

Ａ 

6.5 

～ 

8.5 

－ 

3以下 

 
第5期湖沼 
水質保全 
計画目標値 

5.1 

（25年度） 

5 

以下 

7.5 

以上 

1,000

以下 
－ － － 

湖沼 

Ⅲ 
－ － － － － － － 

0.4以下 
 

第5期湖沼水
質保全 

計画目標値
0.46㎎/ℓ 
（25年度） 

0.03以下 
 

第5期湖沼水
質保全 

計画目標値 
0.046㎎/ℓ 
（25年度） 

美保湾 
海域 

Ａ 

7.8 

～ 

8.3 

－ 2以下 － 7.5 

以上 

1,000

以下 

検出さ

れない

こと 

－ － 

 

数値目標設定 
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３．事業活動における水環境の保全 

米
子
市 

①水環境の保全 

○公共用水域（中海、河川など）については、関係機関と協力して事業所排水の指導

の充実を図り、水質浄化を推進する。 

○地下水汚染対策として、施肥の適正化や家畜排せつ物の適正処理を推進する。 

○環境にやさしい農業を県、ＪＡと連携して推進する。 

○環境保全型農業直接支援対策を推進し、地域の水環境の向上を図る。 

○需要に応じた工業用水の確保と安定供給を実施する。 

市
民 

①水環境の保全 

○汚濁や異臭などの異常を感じたら、市へ連絡する。 

事
業
者 

①水環境の保全 

○排水処理設備を整備・点検する。 

○排水のモニタリングを実施する。 

○排水などの地下浸透防止に努める。 

○農畜産業においては、適切な施肥や家畜排せつ物の適正な管理に努める。 

○事業活動における水の節約や循環利用を進める。 

 

４．水源の保全 

米
子
市 

①水源の保全 

○水源の再生、更新及び水源開発を推進する。 

○水源かん養林の保全及び育成を行う。 

○自然と環境の保全に向けた啓発活動を推進する。 

○県と連携して地下水源の保全に努める。 

市
民 

①水源の保全 

○水源上流部での環境保全に留意する。 

事
業
者 

①水源の保全 

○水源上流部で開発行為を行う場合や排水時においては、環境保全に留意する。 
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騒音・振動・悪臭・汚染物質などの対策の推進 (２)

1）現状と課題 

本市に寄せられる騒音・悪臭に関する苦情は、生活環境において発生する場合が多く

見受けられます。 

本市においては、騒音に係る環境基準が地域ごとに定められており、それに準じて自

動車騒音状況の常時監視及び環境騒音レベルの測定を行っています。 

自動車騒音状況の常時監視については、騒音規制法第１８条第１項の規定に基づき、

自動車騒音の状況及び対策の効果等を把握し、自動車騒音公害防止の基礎資料とするた

め行なっています。また、環境騒音レベルの測定については、市内各所における生活環

境の騒音状況を把握し、必要な対策を講じるため、定期的に行なっています。 

工場、事業場及び建設作業により発生する騒音・振動に関しては、騒音規制法、振動

規制法及び鳥取県公害防止条例に基づき、規制区域内の特定事業場及び特定建設作業に

は対しては、法に基づいた各種届出の提出を求め、状況把握に努めるとともに周辺の生

活環境への配慮を促しています。 

悪臭は、人の感覚に直接作用して嫌悪感・不快感を与える代表的な感覚公害です。

臭いは個人の感覚や嗜好による影響が大きく、その質や不快感は量や種類及び成分に

よって異なります。悪臭物質の構成成分は数万種類もあると言われ、それらの成分間

には相乗・相殺作用があり非常に複雑です。 

本市では、悪臭防止法に基づき、規制区域内における事業場からの特定悪臭物質の

濃度を定期的に測定しており、超過物質があった場合などに、事業場への指導等を行

っています。 

有害化学物質対策に関しては、人の健康及び環境保全上の支障を未然に防ぐため、

鳥取県に協力して有害物質使用施設からの排出に対する監視に努めています。 

アスベスト飛散による健康被害を防止し、安全・安心な生活環境を確保するため、

民間建築物の吹付けアスベスト分析調査費用及びアスベスト除去など工事費用の一部

を助成するとともに、建築物を解体する場合、建設リサイクル法の届出時にアスベス

トの有無の確認と適正な対応を指導しています。 

ダイオキシンの対策としては、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、鳥取県に

協力して特定施設に対する監視を行なっています。 
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2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

事業者に期待する

ことについて 

・上位３項目は、計画策定時と変わらず、①廃棄物の適正な処理、②大

気汚染や水質汚濁、騒音などの公害対策の強化、③ダイオキシンや環

境ホルモンなどの有害物質の発生抑制であり、引き続き企業活動によ

る環境への悪影響に警戒感が見受けられます。 

行政に期待するこ

とについて 

・上位３項目の内、①公害対策に関する取組み、③不法投棄対策の推進

は計画策定時にも上位３項目に入っており、環境悪化につながる行為

の未然防止や対策を期待する声が引き続き多いという結果となって

います。 

 

3）推進する施策 

１．騒音・振動・悪臭の防止 

米
子
市 

①騒音・振動対策の推進 

○適切な騒音防止対策を講じるため、騒音監視の充実を図る。 

○特定建設作業時の騒音・振動発生抑制を指導する。 

○事業者に対する防音対策の指導を行う。 

○近隣自治体や県と連携し、航空機騒音対策を推進する。 

○近隣騒音に対する相談内容を把握し、早期対策を講じる。 

②悪臭防止対策の推進 

○地域で発生する悪臭を抑制するため、その発生源に対して悪臭防止法や条例に基づ

く指導を行うとともに、市民の意識啓発に取り組む。 

○工場・事業所及び飲食店などに対し、施設の適正管理についての指導を行い、悪臭

防止対策を推進する。 

市
民 

①騒音・振動対策の推進 

○時間帯や音量を考え、近隣騒音を発生させないなど、日常生活におけるマナーやル

ールを守る。 

②悪臭防止対策の推進 

○ごみの放置禁止や、浄化槽の適正な管理など、悪臭を発生させないように努める。 

事
業
者 

①騒音・振動対策の推進 

○事業所、特定建設作業における騒音・振動を防止する。 

○深夜営業時は音量を下げ、防音対策を実施する。 

○事業用車両を適正に管理し、騒音を発生させない。 

②悪臭防止対策の推進 

○事業所や店舗からの悪臭発生を防止する。 
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２．汚染物質などの適正処理 

米
子
市 

①有害化学物質対策の推進 

○有害化学物質についての正しい情報を、県と連携して市民・事業者に提供する。 

○アスベスト１撤去支援事業を進める。 

○土壌汚染対策を県と連携して行う。 

市
民 

①有害化学物質対策の推進 

○有害化学物質などについて関心を持つ。 

○油脂類・農薬などの適正な処理を行う。 

事
業
者 

①有害化学物質対策の推進 

○ホルムアルデヒド２を含む建材などによる環境汚染を防止する。 

○有害化学物質などについては「ＰＲＴＲ法３」による管理を徹底する。 

○有害化学物質などを適正に管理し、土壌や地下水の汚染を防止する。 

○最適な技術を用いた設備の導入、使用の合理化、回収、再利用、代替物質への転換

などの対策を進める。 

 

３．新たな環境問題への対応 

米
子
市 

①新たな環境問題の情報収集 

○新たな環境問題に関する情報収集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
１
 アスベスト（石綿）･･･天然に産する繊維状けい酸塩鉱物で「せきめん」「いしわた」と呼ばれています。

その繊維が極めて細いため、研磨機、切断機などの施設での使用や飛散しやすい吹付け石綿などの

除去などにおいて所要の措置を行わないと石綿が飛散して人が吸入してしまうおそれがある。この

繊維は、肺線維症（じん肺）、悪性中皮腫の原因になるといわれ、肺がんを起こす可能性があるこ

とが知られている（ＷＨＯ報告）。健康被害は、石綿を扱ってから長い年月を経て出てくる。 
２
 ホルムアルデヒド･･･急性毒性があり、皮膚や粘着に対する刺激が強く、空気中濃度が一定以上の水準

になると人体に様々な影響を及ぼす。また、長期にわたって暴露することによりアレルギー性接

触性皮膚炎のリスクや、発癌性についても指摘されている。 
３
 ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届出制度）･･･有害性のある

多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃

棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握・集計し、公表する仕組み。これ

により、毎年どんな化学物質が、どの発生源から、どれだけ排出されているかを知ることができ

るようになる。諸外国でも導入が進んでおり、日本では 1999（平成 11）年、「特定化学物質の環

境への排出量の把握など及び管理の改善の促進に関する法律」（化管法）により制度化された。 
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放射線量の監視 (３)

1）現状と課題 

東日本大震災に伴う福島原子力発電所の事故が発生してから、放射性物質の漏洩リス

クに対する不安が高まってきています。本市は島根原子力発電所から最短２３kmに位

置していることから、市民の関心も高いのが現状です。 

今後は、目に見えない放射性物質に対する不安を取り除く観点や非常時には速やかに

避難行動をとれるように、放射線量のモニタリング情報などを適切に発信していかなけ

ればなりません。 

■島根原子力発電所と米子市の位置関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）推進する施策 

１．放射線量のモニタリング、情報提供 

米
子
市 

①環境放射線量のモニタリング、情報提供 

○環境放射線モニタリング情報の入手に、国・県などと連携して努めるとともに、モ

ニタリング結果を公表する。 

○中国電力に対して、島根原子力発電所の安全対策の充実と安全協定の立地自治体と

同等の内容への改定を求める。 

○食品の放射能検査による食の安全安心に努める。 

市
民 

①環境放射線量のモニタリング、情報提供 

○情報収集を行うとともに、原子力発電や放射性物質などに関する正しい理解に努め

る。 

○緊急時には、県や市の必要に応じた避難指示などに従う。 

事
業
者 

①環境放射線量のモニタリング、情報提供 

○情報収集を行うとともに、原子力発電や放射性物質などに関する正しい理解に努め

る。 

○緊急時には、県や市の必要に応じた避難指示などに従う。 
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  ３ 豊かな自然と調和したまちづくり 

森林・農地・湿地などの適切な利用 (１)

1）現状と課題 

本市の森林・湿地は、昭和 30 年代までは燃料や肥料の供給源として人々の生活に密

着し適切に利用された場所でした。しかし、高度経済成長に伴い、家庭での電気・ガス

の普及や農業での農薬・化学肥料の使用増加により、これらは生活からかけ離れた場所

になり、森林の松枯れ・湿地の富栄養化が進んでしまいました。 

山林や原野など、農地を合わせると、市の総面積に占める割合はおよそ 50%ありま

す。今後は、これらが有する「水源のかん養、野生生物の生息地・生育地の保全、二酸

化炭素（CO2）の吸収による温暖化防止、良好な景観の形成」といった多面的な機能が

持続的に果たせるような適切利用が求められており、農林水産業など第一次産業の持続

的な発展を推進する必要があります。 

また、ラムサール条約１登録湿地である中海は汽水湖であり、多様な生物が生息し生

産力が高い豊かな湖沼ではありますが、その半面、富栄養化及び底質の悪化などによる

貧酸素水塊が存在し、魚介類の大量へい死を引き起こすこともあります。流入する汚濁

負荷の削減などの水質改善に継続して取り組むとともに、米子湾など閉鎖性の強い水域

における汚濁の解明も求められています。 

 

 

2）推進する施策 

１．森林の保全 

米
子
市 

①森林の整備・保全 

○間伐、枝打ちなど造林保育事業を推進する。 

○松くい虫等防除事業を推進する。 

事
業
者 

①森林の整備・保全 

○森林の違法開発及び森林への不法投棄の防止に努める。 

 
  

                                                   
１
 ラムサール条約･･･特に水鳥の生息地として大切な湿地の保全と賢明な利用を目的とした国際的な条約

で、イランのラムサールという町で取り決められたので、その名前をとってラムサール条約と呼ば

れている。 
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２．農地の保全と活用 

米
子
市 

①優良農地の保全と集積の促進 

○農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想に基づく土地利用及び担い手の

育成を推進する。 

○農地の集約化を図り、農家の規模拡大を促進する。 

○農業振興地域整備計画に基づく農用地区域内の耕作放棄地対策事業を促進する。 

②環境にやさしい農業の推進 

 ○「鳥取県有機・特別栽培農産物推進計画」に基づき有機農業など環境にやさしい農

業を県、ＪＡと連携して推進する。 

事
業
者 

①優良農地の保全と集積の促進 

○利用権設定など制度を利用し、耕作放棄地を生じさせない。 

 

３．環境に配慮した漁業の推進 

米
子
市 

①環境に配慮した漁業の推進 

○廃船や漁網などの廃棄物の適正処理を啓発する。 

○魚礁の設置などによって整備された沿岸漁場を適正に管理することで、効率的な漁

業活動を支援する。 

市
民 

①環境に配慮した漁業の推進 

○海洋・河川への廃棄物投棄をしない。 

事
業
者 

①環境に配慮した漁業の推進 

○廃船や漁網などの廃棄物を適正に処理する。 

 

４．食物の地産地消１の推進 

米
子
市 

①食物の地産地消の推進 

○地産地消に関する情報を提供する。 

○地産地消促進のため、学校給食への地場農畜産物の使用に努める。 

○鳥取県及びＪＡと食材の生産・流通などについて情報交換を行う。 

市
民 

①食物の地産地消の推進 

○できるだけ地場産品を購入する。 

事
業
者 

①食物の地産地消の推進 

○地元農産物の加工品の生産を促進する。 

 
  

                                                   
１
  地産地消・・・地元で生産されたものを地元で消費することを意味しており、生産者と消費者の距離

が縮まり、安全安心なものの提供を行うものである。 
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５．中海の湿地環境の保全・再生と賢明な利用 

米
子
市 

①中海の湿地環境の保全・再生と賢明な利用 

○米子水鳥公園の運営による中海の賢明利用の促進及び湿地環境保全を実施する。 

○中海圏域行政団体や環境保護団体などと連携して、ラムサール条約登録湿地である

中海の環境保全・再生及び賢明な利用を促進する。 

市
民 

①中海の湿地環境の保全・再生と賢明な利用 

○米子水鳥公園での環境学習やイベントに参加する。 

○中海アダプトプログラム等の清掃活動などに協力・参加する。 

事
業
者 

①中海の湿地環境の保全・再生と賢明な利用 

○中海アダプトプログラム等の清掃活動などに協力・参加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生物多様性の確保 (２)

1）現状と課題 

本市の動物は、コハクチョウなど水鳥公園を利用する鳥類が多く、ムスジイトトンボ

などのように県内では本市でしか確認されていない種もあります。 

また、表にある種の中で日本固有種であるものが10 種以上あることから、米子市だ

けでなく日本の貴重な動物について、種を絶やさないよう保全していくことが必要です。 

本市の植物は、ツツイトモやリュウノヒゲモなどのように県内では本市でしか確認さ

れていない種があり、また水鳥公園内において貴重な生息地となっているものが何種か

存在しています。 

また、鳥取県版レッドデータブックには危機指定のカテゴリが指定されていますが、

全国版より危機指定のカテゴリが高いものが多くあり、県内において生息状況がより深

刻な種が少なくありません。このため、種を絶やさないよう保全していく必要がありま

す。 

 

  ■米子市の絶滅のおそれのある野生動物一覧 

 

設定項目 基準値 目標値 

米子水鳥公園ネイチャーセンター

入館者数 

19,831 人 

（平成 26年度） 

23,000 人 

（平成 32年度） 

【説 明】 

小学生の環境学習の誘致やとっとり自然環境館などの近隣環境学習施設との

連携などを図ることによって、米子水鳥公園ネイチャーセンターへの入館者数

を、年間23,000人にすることを目標とします。（第３次米子市総合計画目標値） 

 

数値目標設定 
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絶滅 

絶滅危 

惧Ⅰ類 

絶滅危 

惧Ⅱ類 

準絶滅 

危惧 

情報 

不足 

その他 

重要種 
合計 

哺乳類 0 0 0 1 0 0 1 

鳥類 1 7 13 29 2 0 52 

両生類・爬

虫類 
0 0 2 2 1 2 7 

淡水魚類 0 1 3 6 1 0 11 

昆虫類 0 1 5 14 3 1 24 

ｸﾓｶﾞﾀ類･

多足類等 
0 0 0 0 0 2 2 

陸産・淡水

産貝類 
0 0 0 1 0 1 2 

植物 2 15 15 19 0 1 52 

計 3 24 38 72 7 7 151 

■資料：レッドデータブックとっとり≪改訂版≫ 

－鳥取県の絶滅のおそれのある野生動植物－   平成 24 年 3 月発行 

 

2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

身近な周辺環境の

満足度について 

・「野鳥や昆虫とのふれあいの場」について、満足している人は約半数

程度（52.7％）にとどまっています。 

解決（改善）してお

きたい環境につい

て 

・「野鳥や昆虫とのふれあいの場」について改善しておきたいと考えて

いる人の割合は 6.5％とかなり低く、市民の関心は高くないと言えま

す。 

 

3）推進する施策 

１．野生動植物の保護 

米
子
市 

①野生動植物の保護 

○希少野生動植物は、県に協力して保護に努める。 

市
民 

①野生動植物の保護 

○野生動植物をむやみに持ち帰らない。 

事
業
者 

①野生動植物の保護 

○自然環境の調査・研究及び情報収集に協力する。 

 

２．生態系を守る取り組み 

米
子
市 

①生息空間の保全・創造 

○生物多様性の重要性を啓発する。 
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○生物多様性の保全・持続可能な利用を推進する。 

市
民 

①生息空間の保全・創造 

○生物の生息環境を保全する取り組みに積極的に参加する。 

事
業
者 

①生息空間の保全・創造 

○生物種や生態系の保全対策を適切に行う。 

 

３．特定外来生物対策 

米
子
市 

①特定外来生物の防除 

○特定外来生物の防除を県と連携して啓発する。 

○在来生物に悪影響を及ぼす可能性のある特定外来生物に対して駆除を行う。 

市
民 

①特定外来生物の防除 

○外来生物被害予防三原則（入れない、捨てない、拡げない）を守る。 

事
業
者 

①特定外来生物の防除 

○外来生物被害予防三原則（入れない、捨てない、拡げない）を守る。 
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  ４ 環境資源を活かしたまちづくり 

自然環境と調和した生活環境の創造 (１)

1）現状と課題 

緑が多い公園など人と自然が共生する環境は、多くの市民にやすらぎを与えます。 

また、樹木などの植物は二酸化炭素（CO2）の吸収や気温の上昇を緩和するなど、

地球温暖化防止対策の効果もあります。 

本市の市民一人当たりの公園面積は全国平均を上回っていますが、快適な空間の提供

と二酸化炭素（CO2）排出量の抑制のためにも緑あふれるまちづくりを推進する必要

があります。 

 

2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

身近な周辺環境の

満足度について 

・「公園や広場等の安らぎの場」に対する満足度は計画策定時（40.3％）

より増加したものの、48％にとどまっています。 

解決（改善）してお

きたい環境につい

て 

・「公園や広場等の安らぎの場の多さ」について改善しておきたいと考

えている人の割合は、2番目に高い 33.9％（計画策定時 28..8％）

で、多くの人が改善を望んでいることが伺えます。 

 

3）推進する施策 

１．緑あふれるまちづくり 

米
子
市 

①緑の保全 

○樹林地・農地などの保全・再生を目指す。 

②緑化の推進 

○市街地における緑の創出と、都市景観向上のため公共施設の緑化を推進する。 

○市民との協働による緑化活動の推進を図るため、樹木のオーナー認定、緑化活動団

体の支援、緑化イベントなどの支援に努める。 

○安心・安全に利用できる公園施設の確保に努める。 

○緑の募金運動や一株植樹運動を通じて、緑化の推進を図る。 

市
民 

①緑の保全 

○雑木林などでの自然観察会や作業体験に参加し、自然環境保全への理解を深める。 

②緑化の推進 

○建物の屋上、壁面、敷地内（庭やベランダ）において、緑のカーテンなどの緑化を

推進する。 

○緑化に関するイベントなどに参加し、緑化に対する意識を高める 
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事
業
者 

①緑の保全 

○事業活動の中で、緑の保全の推進に協力する。 

②緑化の推進 

○敷地内の緑化を進める。 

○屋上緑化、壁面緑化、塀の生垣化を進める。 

○地域での緑化活動に協力・参加する。 

 

２．適正な土地利用の推進 

米
子
市 

①調和のとれた土地利用の推進 

○米子市都市計画マスタープランに基づき、効率的で計画的な土地利用を推進する。 

市
民 

①調和のとれた土地利用の推進 

○各種法規制に基づいた建築や開発を行う。 

事
業
者 

①調和のとれた土地利用の推進 

○各種法規制に基づいた建築や開発を行う。 

 

 

 

地域の特性を活かした景観づくり (２)

1）現状と課題 

国指定文化財の中では重要文化財に石馬や後藤家住

宅、史跡に妻木晩田遺跡や上淀廃寺跡、米子城跡など

があります。また、県指定文化財に弓浜絣などが指定

されており、市指定文化財には米子市役所旧館などが

指定されています。 

このような文化財は、それらの活用を図りながら保

全することで、地域特有の環境資源となり、さらには観光資源としての活用も期待で

きるなど、快適な環境づくりにつながります。また、自然の景観やまちなみの美しさ

もその要因の一つといえますが、市民アンケート結果では、計画策定時から引き続き

自然景観の美しさについての満足度は高いですが、まちなみの美しさについての満足

度は低い傾向となっています。 

今後は、魅力ある景観の形成やごみのないきれいなまちなみをつくることで、より

一層快適な環境をつくっていかなければなりません。 

 

 

区  分 件数 

国指定文化財 11 

県指定文化財 13 

市指定文化財 26 

国登録文化財 11 

国選択文化財 2 

県選択文化財 1 
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2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

身近な周辺環境の

満足度について 

・自然景観の美しさに対する満足度は、計画策定時同様高めとなっていま

す。 

・まちなみの美しさに対する満足度は、計画策定時から数値的には上がっ

たもののまだ高いとは言えません。 

 

3）推進する施策 

１ 自然・歴史的景観の保全と活用 

米
子
市 

①文化財の保全と活用 

○有形・無形の文化財を適切に保護・保存し次世代に継承していくために指定文化財

の保護および保存の充実とともに、未指定文化財の保護及び文化財指定の促進を図

る。 

○さまざまな歴史的文化遺産について調査研究の推進を図る。 

○さまざまな歴史的文化遺産について、展示、公開、講座、講演会、体験学習などの

活用事業の展開を行い、情報発信、資料提供など積極的な利活用を図る。 

②伝統文化の継承と活用  

○伝統工芸の保存・継承を図るとともに、伝統工芸の良さを広める。 

○伝統芸能・伝統行事への参加を促進する。 

○伝統工芸・伝統芸能・伝統行事など伝統文化を担う後継者の育成を図る。 

③観光資源の整備・活用 

○地域資源を活用した全日本トライアスロン皆生大会などのイベント開催や、エコツ

ーリズム１・スポーツツーリズム２など地域の特性・魅力を活かした体験型観光の

育成と振興を図る。 

市
民 

①文化財の保全と活用 

○文化財への理解を深め、保護に協力する。 

○文化財の調査・研究に協力する。 

②伝統文化の継承と活用 

○伝統工芸の良さを理解し、保存・継承に協力する。 

○伝統芸能・伝統行事のイベントなどに参加し、伝統芸能・伝統行事を体感し、意義

を理解する。 

○伝統文化の良さを理解し、後継者の育成に協力する。 

③観光資源の整備・活用 

○各種イベントなどへ積極的に関わり、地域資源に対する理解と活用の促進を図る。 

                                                   
１
 エコツーリズム･･･地域ぐるみで自然環境や歴史文化など、地域固有の魅力を観光客に伝えることによ

り、その価値や大切さが理解され、保全につながっていくことを目指していく仕組み。 
２
 スポーツツーリズム･･･スポーツのイベントやレジャーを観光資源として活かすこと、「スポーツ観光」

ともいわれる。 
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事
業
者 

①文化財の保全と活用 

○文化財への理解を深め、保護に協力する。 

○文化財の調査・研究に協力する。 

②伝統文化の継承と活用  

○伝統工芸の保存・継承を図る。 

○伝統芸能・伝統行事のイベントなどに協力する。 

○伝統文化の良さを理解し、後継者の育成に協力する。 

③観光資源の整備・活用 

○自然環境の保全、環境負荷に配慮した事業を推進する。 

 

２ まちなみ景観の保全 

米
子
市 

①景観の保全と形成 

○米子市景観計画に基づく建築物・工作物などの建築や建設など、届出対象行為に係

る届出の審査、公共事業における通知制度などにより、良好な景観の創出を行う。 

○平成の米子市都市景観施設賞などにより、景観形成に関する市民への情報提供や啓

発などを行う。 

○魅力ある景観を形成を図るため、市内全域で鳥取県屋外広告物条例に基づき、屋外

広告物の規制を行う。 

②危険家屋対策の推進 

○危険家屋に係る現状調査の実施や所有者による空家の適切な管理の促進を図ると

ともに、住民等からの空家に関する相談、危険空家への対応並びに支援制度の検討

を行う。 

○空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するための空家等対策計画の策定

を検討する。 

市
民 

①景観の保全と形成 

○生け垣の設置や庭の植物の維持・管理に心がけ、美しいまちなみづくりに協力する。 

②危険家屋対策の推進 

○危険家屋に係る市の現状調査に協力する。 

○所有者は所有家屋に対して適正な管理に努めなければならない。 

事
業
者 

①景観の保全と形成 

○開発行為や建築物の新増改築においては、周辺環境との調和を図り、秩序ある景観

形成に協力する。 

○景観に配慮した屋外広告物の設置に努め、違法な広告を行わない。 

②危険家屋対策の推進 

○所有者は所有家屋に対して適正な管理に努めなければならない。 
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３ 環境美化の推進 

米
子
市 

①きれいなまちづくりの推進 

○市内一斉清掃や地域での清掃活動など、地域における実践活動を促進する。 

○「米子市みんなできれいな住みよいまちづくり条例」に基づいて、ごみのポイ捨て

や犬のフンの放置防止を啓発する。 

市
民 

①きれいなまちづくりの推進 

○市内一斉清掃に参加する。 

○空き缶・たばこ・ごみなどのポイ捨て、犬のフンの放置をしない。 

事
業
者 

①きれいなまちづくりの推進 

○事業所周辺の環境美化活動を行う。 

 



 

60 

 

  ５ みんなが環境を考えるまちづくり 

環境学習の推進 (１)

1）現状と課題 

環境保全に対する意識や関心を高めるために、環境フェアなどのイベントや環境出前

講座を行っています。また、市内各公民館での環境学習講座の開催や米子水鳥公園など

環境学習施設の整備を行うなど、環境学習の機会を提供しています。 

また、将来を担う子どもたちが、自然に親しみ、人間と自然との関わりを理解し、豊

かな感性を育てることを目的に、こどもエコクラブ事業を実施するなど、あらゆる世代

を対象に環境学習の推進を図っています。 

しかし、各種イベントや講演会において参加者数の減少や参加者の固定化がみられて

おり、開催内容はもとより開催方法や開催周知にさらなる工夫が求められています。 

 

2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

環境保全への参加

意欲について 

・「積極的に環境保全活動に参加していきたい」は 4.5％（計画策定時

2.8％）と低い状況のままですが、「都合がつけば参加していきたい」

「興味のある活動であれば参加していきたい」で58.2％（計画策定

時 62.2％）と潜在的な参加意欲がある人は多くいると思われます。 

 

■市民アンケート（事業所） 

環境にやさしい取

り組みについて 

・「節電、節水、紙のリサイクルなどに取り組みたい」、「法律などで定

められている範囲内で取り組みたい」の 2 項目が他の項目に比較し

て高くなっています。 

環境に関する具体

的な取り組み内容

について 

・「光熱水費の節約」や「地域の清掃活動等への参加・支援」などへの

取り組みはある程度定着しているものの、計画策定時からの伸びはな

い状況となっています。 

 

 

3）推進する施策 

１．あらゆる世代の環境学習の推進 

米
子
市 

①環境学習の推進 

○米子水鳥公園を拠点として環境学習を推進する。 

○こどもエコクラブ活動を支援する。 

○公民館などでの環境学習会などを開催する。 

○児童・生徒及び企業の環境問題担当者などに対する環境学習の機会を提供する。 
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②環境学習施設の整備 

○計画的な施設改修及び適正な維持管理を行い、環境学習施設の充実を図る。 

○環境に配慮した学校環境の整備・充実を図る。 

③人材の育成 

○環境学習プログラムの企画・運営・指導などを担うことができる人材の育成を支援

する。 

市
民 

①環境学習の推進 

○環境に関する出前講座を活用する。 

○企業や地域などで開催する環境学習活動に積極的に参加する。 

事
業
者 

①環境学習の推進 

○環境に関する出前講座などを活用し、雇用者を対象に地球環境やエネルギー問題に

関する研修などを行う。 

○企業や地域などで開催する環境学習活動に積極的に参加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．市民、事業者などへの環境意識の普及啓発 

米
子
市 

①環境意識の普及啓発 

○環境イベントを開催して、広く市民への環境意識の普及啓発を行う。 

○環境保全団体と連携して、環境意識の普及啓発に努める。 

○環境美化に貢献した個人・団体を顕彰する。 

②環境情報の発信 

○広報紙、ごみカレンダー、ホームページなどを活用して各種の環境情報を発信する。 

○本市の環境の現況や取り組みの実績をまとめた年次報告「米子市の環境」を公表す

る。 

 

 

 

設定項目 基準値 目標値 

環境学習で米子水鳥公園を利用し

た市内小学生の人数 

544 人 

（平成 26年度） 

1,300 人 

（平成 32年度） 

【説 明】 

「なかうみ環境学習事業」を活用して、米子水鳥公園ネイチャーセンターで環

境学習を行った市内小学校の児童数を、1,300人にすることを目標とします。（第

３次米子市総合計画目標値） 

 

数値目標設定 
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自主的な活動の推進 (２)
 

1）現状と課題 

市内一斉清掃や地域の河川の清掃など、環境美化団体・自治会を中心に自主的な清掃

活動が市内各地で行われており、事業所もアンケートでは 64．5％が地域の清掃活動

などへの参加・支援に既に取り組んでいる、または取り組む予定であると答えています。 

少子高齢化や人口減少といった社会変化により、今後は環境美化活動への参加者増が

難しい状況も考えられますが、「きれいな住みよいまちづく」りの推進を目的に、市民

一人ひとりが自分の住むまちに愛着を持ち、環境美化活動への積極的な参加を促進して

いくため、啓発などの取組を推進していく必要があります。 

 

 

2）市民の要望 

■市民アンケート（一般市民） 

環境に関する行事

やボランティア活

動に参加や協力 

・「いつもやっている」「時々やっている」を合わせると 35.３％（計画

策定時 33％）で、一方「全くやっていない。」は 30.5％（29.1％）

となっています。 

環境保全への参加

意欲について 

・「積極的に参加していきたい」は４.５％（計画策定時 2.8％）にとど

まっているものの、「都合がつけば参加していきたい」「興味のある活

動であれば参加していきたい」といった潜在的な参加意欲がある方が

58.2％（計画策定時 62.2％）。あります。 

 

 

3）推進する施策 

１．参加と協働のまちづくり 

米
子
市 

①環境美化活動への市民参加の促進 

○地域住民、環境美化団体などと連携して、環境美化の実施及び啓発に努める。 

○米子市環境をよくする会と連携して、市内一斉清掃を実施する。 

市
民 

①環境美化団体などの活動の促進 

○市や地域、ボランティア組織などが行う環境保全事業に積極的に参加する。 

事
業
者 

①環境美化団体などの活動の促進 

○社会貢献活動の機会を提供し、「ボランティア休暇」の実施など、雇用者が環境保

全活動に参加しやすい環境づくりを進める。 

 

 

 



 

63 

 

２．広域的な連携 

米
子
市 

①周辺自治体との連携 

○「ラムサール条約登録湿地中海・宍道湖一斉清掃」など、周辺自治体との環境保全

活動に取り組む。 

○中海圏域行政団体と連携して、中海の水質改善・利活用を促進する。 

市
民 

①周辺自治体との連携 

○近隣自治体や国・県などとの連携した環境保全活動の取り組みに協力する。 

事
業
者 

①周辺自治体との連携 

○近隣自治体や国・県などとの連携した環境保全活動の取り組みに協力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


